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本日の概要 2

◼ 2024年度に開始した広域予備率に基づく需給運用の実績を分析し、各事業者に対するシグナルである広域予備
率の課題を解消するため、第113回本委員会において、新たなシグナルとして過不足率を提案した。

◼ 本日は、過不足率の表現方法の提案や実績データによる試算を踏まえ、過不足率の詳細をご議論いただきたい。

第113回本委員会で提案したシグナル
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※小売事業者の調達量は、小売事業者の調達計画から販売計画を引くことで算出する。
※過不足率は、各事業者が各種計画や取引の参考にするシグナルであり、インバランスなく調達できている事業者が必ず過不足率に応じて取引することを求める
ものではない。

•過不足率は0%が望ましいため、0%を
基準とし、不足であれば負となる。

名称 過不足率（Planning Gap）

目的 供給力が不足する場合に小売事業者に想定需要の見直しや供給力の調達を促す

算出 小売事業者の調達量と一般送配電事業者の想定需要の差分を一般送配電事業者の想定需要で割る

考え方 一般送配電事業者と小売事業者の想定需要の違いや供給力の調達状況が実態に近く表現される

例
小売事業者が自らの想定需要に対して十分に調達していても、一般送配電事業者の想定と異なる場合には過
不足率により表現される



（参考）予備率の算出方法 3

◼ 予備率は一般送配電事業者が想定する需要に対する予備力の割合であり、連系線を活用してエリア間の均衡を
とった広域的な予備力の状況が広域予備率である。

◼ 予備力は、余力や調整力を含む供給力の合計から一般送配電事業者の想定需要を引いて、残った供給力である。

◼ そのため予備率が低下するケースは、各事業者の想定の違いから生ずる供給力の調達不足等が要因である。

予備率が低下する場合

予備率の計算方法
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第110回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2025年9月2日）



（参考）過不足率と予備率の違い 4

◼ 予備率では評価しきれないような小売事業者の調達状況を確認することができる。
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•一送の調整力や小売事業者の供給力ともに、一送の想定需
要に対して十分に確保されている。
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•一送の調整力は十分に確保されているが、小売事業者の供
給力が十分に確保されていない。
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•小売事業者の供給力は十分に確保されているが、一送の調
整力が十分に確保されていない。

•一送の調整力や小売事業者の供給力ともに、一送の想定
需要に対して十分に確保されておらず、小売事業者は想定を
見直す必要がある可能性がある。

一
送

想
定
需
要

小
売
事
業
者

調
達
量

予備率0%

予備率8%
余力
ΔkW

過不足率0%
過不足率プラス%

一
送

想
定
需
要

小
売
事
業
者

調
達
量

予備率0%

予備率8%

余力

ΔkW
過不足率0%

過不足率マイナス%

第113回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2025年11月26日）一部加工



8%

（参考）広域予備率と事業者の行動の関係 5

◼ 小売事業者は気象予報等に基づき、週間計画から当日計画に向けて需要の想定を変更していく。

◼ それに合わせ、発電事業者と相対取引や卸市場取引を行うことで、発電事業者の発電量や余力の計画が変化し、
予備率も変動することになる。

（例）各事業者の行動による供給力と予備率の推移
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気象予報等を再確認し
小売事業者が想定需要を見直したため
発電事業者が電源を起動する予定とした

気象予報等を再確認し
各事業者が想定需要を見直したが
起動する電源がなく、余力が減少した

実需給はさらに高需要になったが
供給力が不足したため

供給力対策を実施し予備率が回復した

供給力対策

出力増

電源起動による
余力増想定違いによる

供給力不足

供給力提供準備通知
発信

供給力提供通知
発信

第110回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2025年9月2日）
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ブロック単位の広域的な過不足率 7

広域過不足率をシグナルとして提示

•エリアAとエリアBによるブロックABは、エリアAが不足であり、広域予備率は小さく、広域的に不足傾向である。
•エリアCとエリアDによるブロックCDは、エリアDの余剰傾向もあり、広域予備率は大きく、広域的に余剰傾向である。

分断

ブロックAB ブロックCD
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•広域過不足率によりエリアAとエリアBが余剰傾向に行動し、広域的に余剰になる。
•各エリアの行動傾向と広域的な需給が一致し、広域予備率が改善する。追加供給力対策が不要になる。

◼ 過不足率は、小売事業者に対して想定需要の見直しや供給力の調達を促し、市場等に対する行動を促すことが主
な目的である。また、追加供給力対策等の実施を広域的な需給状況により判断している。

◼ そこで、広域的な過不足状況を示すことが望ましいのではないか。具体的には、追加供給力対策等の判断に用いる
広域予備率における広域ブロックにおける広域的な過不足率（広域過不足率）として表すこととしてはどうか。



（参考）各事業者に必要なシグナルなど 8

◼ 各事業者に必要な観点に対し、特に小売事業者に対するシグナルとして予備率を補う過不足率を提案した。

第113回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2025年11月26日）
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広域過不足率
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広域過不足率の活用方法と分析 10

◼ 過不足が無い状態が望ましいものの、予備率が大きい状況で小売事業者に不足の解消を働きかける必要性は小さ
いと考え、予備率が低下している場合には小売事業者に不足を解消すべき状況を伝える必要があるのではないか。

◼ また、小売事業者が余剰傾向であるが予備率が低下している場合には、一般送配電事業者が確保している予備
力や調整力が不足していることになり、需給調整市場への応札や余力の提供が必要であることがわかる。

◼ こうした状況も過不足率と予備率を合わせて確認することで、需給状況を正確に把握することができるのではないか。

◼ さらに、第113回本委員会において、的確に小売事業者に調達等を促すためにはインバランス料金単価を過不足
率により変動させることも一案とした。供給力が不足し、小売事業者の行動が重要になる状況が真に調達を促すべ
き需給状況であるため、不足傾向に応じたインバランス料金単価となれば、より調達行動を促すことが可能になる。

◼ そこで、まずは広域予備率と広域過不足率の関係を試算した。また、広域過不足率に基づいて適切なインバランス料
金単価を算出すべく、広域予備率とインバランス料金単価の関係を分析した。

広域予備率と広域過不足率の分布（イメージ）

①広域予備率と広域過不足率の関係

広域過不足率に基づくインバランス料金単価の算出

②広域予備率とインバランス料金単価の関係
広域予備率0%

小売事業者の
供給力が不足

一送の
予備力等が不足

両者が不足
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①ー１ 広域予備率と広域過不足率の関係（全コマ全ブロック2025/1～2025/12）12

◼ これまでの提案を踏まえ、広域予備率による運用が始まった2025年1月～2025年12月の各コマにおける広域ブ
ロック単位の広域的な過不足率を試算した。

◼ 基本的には広域予備率が大きい場合は余剰、広域予備率が小さい場合は不足の傾向があることがわかる。ただし、
広域予備率が8%以上の場合にも広域過不足率が低下するコマが数多く存在している。

◼ また、広域予備率が8％以下の場合は、特に不足傾向となることがわかる。
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広域予備率12%以下のうち
1.75% （62/3,553）

広域予備率
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広域予備率12%以下のうち
0.37%（13/3,553）



①ー２ 広域予備率と広域過不足率の関係（東京ブロック） 13

◼ 東京ブロックの実績を取り出すと、広域予備率の平均は低下し、広域過不足率も不足気味となる。

◼ その上で、広域予備率が12％以下の傾向は、広域予備率が低下するコマの実績の多くが東京ブロックであるため、
東京ブロックのみを対象としても、線形近似の傾きは若干大きくなるが、違いは小さい。

広域予備率1%単位における
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20% 40% 60% 80%8%

※ゲートクローズ時点の実績のため追加供給力対策により改善した場合も含まれる
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広域予備率12%以下のうち
1.33% （30/2,259）
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①ー３ 広域予備率と広域過不足率の関係（追加供給力対策を実施したコマ） 14

◼ 広域予備率が一送の追加供給力対策により予備率が回復した場合は小売事業者の調達行動が要因ではないた
め、対策を実施しても過不足の傾向は変わらない。そこで、追加供給力対策を実施したコマの過不足率を確認した。

◼ 対象のコマでは、おおむねの広域予備率において不足傾向であった。

広域予備率1%単位における
平均広域過不足率
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※2025/1/1以降にゲートクローズまでに広域予備率が8％を下回ったコマとした。
（2024年12月以降は翌日計画以降に広域予備率が8％未満になれば揚水発電をTSO運用と
するため、翌日計画以降に8％を下回ったコマを追加供給力対策が実施されたコマとみなした。）

※ゲートクローズ時点の実績のため追加供給力対策により改善した場合も含まれる

広域過不足率

広域予備率12%以下のうち
12.8% （52/405）

広域予備率

8% 10% 12%6%4%2%

広域予備率12%以下のうち
3.70%（15/405）



（参考）広域過不足率が－5％以下の場合

• 広域過不足率がー5%以下となるコマは、広域予
備率20%前後となる場合に多い。

• 全コマの過半数を占める広域予備率12~21%の
ボリュームゾーンでは、広域過不足率がー5%以下と
なるコマは広域予備率によらず1％強ある。

①ー４ 低予備率コマの広域過不足率（全コマ全ブロック） 15

◼ 仮に広域過不足率をインバランス料金単価に反映することを想定すると、広域予備率が低下していない場合も不足
傾向であるコマが散見されるため、広域過不足率だけに基づいてインバランス料金単価が上昇することは望ましくな
いと考えられる。

◼ 例えば分析によれば、広域過不足率が－5％以下であったコマの割合は広域予備率20%前後に最も大きく、広域
予備率が十分大きな安定した需給状況であっても、広域過不足率は不足傾向になることが多いことがわかる。

広域予備率3～8%の場合にはこうした傾向があると言える。

広域予備率が大きくても広域過不足率が低下する場合が多く存在する。

広域予備率3~8%における
線形近似

広域予備率

コマ数 割合
広域過不足率が－5％以下のコマ数と割合

ー5%以下コマが多い

1% 2% 3% 4% 5% 6% 7% 8% 9% 10% 11% 12%
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②ー１ 2025年のインバランス料金単価（東京・中部・関西エリア） 17

◼ 2025年の東京・中部・関西エリアにおけるインバランス料金単価を分析した。

◼ 補正料金算定インデックス（広域予備率）が約9%以上のコマの単価は0円から30円弱が多いが、9％を下回ると
単価が上昇しており、ひっ迫時補正単価におおむね一致していた。

インバランス料金単価(円/kWh)

補正料金算定インデックス（広域予備率）

45

2026年度9月まで
補正料金インバランスカーブ

（参考）2026年度10月以降
補正料金インバランスカーブ



②ー２ インバランス料金単価に対する過不足率の反映に関する一検討 18

◼ 現行の広域予備率に基づくインバランス料金単価に対し、広域過不足率を反映することについて検討を試みた。

◼ 現行の仕組みでは、一般送配電事業者の追加供給力対策により広域予備率（補正料金算定インデックス）が回
復し、小売事業者の不足傾向がインバランス料金単価に反映されない。

◼ そこで、小売事業者が不足傾向の場合に補正料金算定インデックスを調整する手法として、補正料金算定インデッ
クスを広域予備率と広域過不足率の合計値とすることを検討した。

◼ なお、今年度10月以降の計算式の変更後は、インバランス料金単価が上昇することが想定される。前述した一案は
さらなるインバランス料金単価の上昇をもたらすため、入念な検討が必要である。

インバランス料金単価に過不足率を考慮するイメージ

インバランス料金単価(円/kWh)

補正料金算定インデックス
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不足傾向に応じて単価が上昇する

＋2％ 追加供給力対策の実施により単価が低下

45

2026年度9月まで
補正料金インバランスカーブ



（参考）広域予備率に広域過不足率を加算する試算 19

◼ 広域過不足率が不足傾向（負の値）であれば、広域予備率に広域過不足率を加算した値によりインバランス料
金単価を決定する案を試算した。

◼ 試算によれば、インバランス料金単価が上昇し、平均単価は86円となった。一部のコマは上限200円となり、本手法
ではインバランス料金単価に大きな影響があることから、実際には調整が必要であることがわかった。

広域予備率+広域過不足率

インバランス料金単価(円/kWh)

インバランス料金単価の試算 ※2025年東京ブロックの実績を用いた試算
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計算式：広域過不足<0%の場合、
補正料金算定インデックス＝広域予備率+広域過不足率

⚫ 広域予備率が8％未満のコマ数：32コマ

⚫ 広域予備率が8％未満の平均単価：74円→86円

⚫ 上限200円となったコマ数：6コマ

⚫ 200円/kWhとなったコマは9月の点灯帯であり、広域予備率5~6%
と広域過不足率-4~-3%前後の組み合わせであった。

9月点灯帯



（参考）スポット市場価格の分析 20

◼ 2024年4月以降のスポット市場価格と、各コマの広域予備率、広域過不足率の関係を分析した。

◼ 広域予備率が大きいコマは市場価格が安い傾向だが、市場価格のばらつきが大きい。

◼ また、広域過不足率が余剰であるほど市場価格が安い傾向だが、ー2%前後の場合が最も平均価格が高かった。

広域過不足率広域予備率

広域予備率と市場価格の関係 広域過不足率と市場価格の関係
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1. 過不足率の表現に関する検討

2. 今後のシグナルの在り方について

3. まとめ
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◼ 今回は、新たなシグナルとして提案した過不足率について、過去実績をもとに各種分析を行った。

◼ 分析によれば、広域予備率の低下時には広域過不足率が負となる不足傾向が強まることから、広域過不足率を示
すことで需給を改善できるのではないか。合わせてインバランス料金単価が上昇すれば、さらなる効果が期待できる。

◼ 他方で広域予備率が大きい場合でも、その半数弱のコマは不足傾向であり、特に広域過不足率がー5％以下になる
強い不足傾向のコマもある程度存在した。追加供給力対策を実施したコマに限定しても不足状態のコマが存在した。

◼ これらの結果を踏まえ、まずは広域予備率の広域ブロックにおける過不足率（広域過不足率）を広域機関におい
て広域過不足率として示すこととしたい。参考としてエリア過不足率も算出するが、公表有無等の検討を進めていく。

◼ また、補正料金算定インデックスに対する広域過不足率の反映は、電力・ガス取引監視等委員会と連携し、2026
年度10月1日以降の新たなインバランス料金単価の状況を注視しながら、さらなる検討を進めていく。
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